
１ デジタル社会の進展を見据え、技術革新が郵政事業の３本柱で

ある郵便、貯金、保険にも根本的な変革をもたらす可能性があるこ

とを強く意識し、長期的な視野に立って、グループ運営を行うこと。 

 

２ リアルな拠点を通じた公共の福祉への貢献といった公的役割を

踏まえ、ユニバーサルサービスをあまねく全国で確実に提供し、郵

便・物流サービスのスピードと質の向上並びにかんぽ生命の営業の

推進、地域住民のニーズに応えた商品の提供及び地域拠点の活用を

進めること。 

 

３ 郵便局ネットワークを活用し、マイナンバーカードの普及・活

用や行政サービスの窓口業務等の公共的なサービスへの取組を一

層強化すること。 

 

４ 郵便局データ活用にあたって必要となるデータガバナンス体制

構築に向けた取組、グループ各社のＤＸの推進及びデジタル田園都

市国家構想の実現に資する取組等のデジタル社会の進展に向けた

取組を推進し、新たな成長分野の構築を進めること。 

 

５ グループにおけるコンプライアンス向上やガバナンス態勢の強

化等に関して引き続き取組を推進し、国民・利用者の信頼の確保に

努めること。 

 

６ 障害者雇用、女性の活躍推進及び男性育休取得の更なる推進等

のワークライフバランスの確保等のダイバーシティの推進や「2050

年カーボンニュートラル実現」に向けた環境問題への取組等を積極

的に実施すること。 

 

（別添１－２） 



７ 令和６年能登半島地震の影響からの復旧、再建に努めるととも

に、今後へ向けた対応として、緊急時に必要となる情報について、

平時から情報収集・初期対応の在り方についての整理やグループと

しての情報発信に努めること。また、感染症流行時や災害時の対応、

サイバーセキュリティ対策等を適切に行いつつ、グループ全体の業

務継続の確保に努めること。 

 

８ ゆうちょ銀行及びかんぽ生命保険の株式処分について、ユニバ

ーサルサービス提供責務の履行への影響等を勘案しつつ、適切に対

応すること。 

 


